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総括 Ⅰ.総括

2021年３月期の事業環境は、新型コロナウイルス感染症の影響により、足許では持ち直しの動きが見られ
るものの、需要減少により厳しい状況が継続している。加えて、室蘭コンビナートでの20年に1度の高炉改
修が重なり、一過性費用を計上することで、今期の収益は厳しい状況となっている。

 2021年３月期 第２四半期概況

・コロナの影響を受け、連結売上高は前年同期比30％減少。
・売上大幅減少と高炉改修に伴う備蓄在庫取り崩し費用により営業赤字。
・インドネシアＪＡＴＩＭや北米MSSCの再建計画は、コロナ禍による売上減少を除けば、概ね計画通りに

進捗。

 2021年３月期 見通し

・顧客需要は第２四半期以降回復基調にあるものの上期減収の影響が大きく、通期連結売上高は
前年度比22％減少となる見通し。
・営業利益は、売上が回復基調にある一方、下期に高炉改修に伴う一過性費用が集中することから、
下期は上期に対して損失が拡大する見通し。
・未定としていた中間配当及び期末配当は、経常損失並びに親会社株主に帰属する当期純損失の
見通しとなることから、無配とさせていただいた。

 来年度の見通し

・室蘭コンビナートの高炉改修費用は今期限りであり、来期の損益は大幅に改善する見通し。
・コロナ影響により2021年３月期第４四半期レベルの事業環境が継続したとしても、固定費削減により
損益分岐点を下げることで、早期黒字化並びに復配に目途を付ける。
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サマリー

（億円）

20/3期 21/3期

第２四半期

実績

通期

実績

第２四半期

実績
前年同期差

売 上 高 602 1,171 422 △180

営 業 利 益 1 4 △24 △25

経 常 利 益 △4 △3 △25 △21

親会社株主に
帰 属 す る
四半期純利益

△143 △141 △24 119

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

 売上高は、コロナの影響により事業環境が悪化し、大幅減収。

 営業利益は、生産コストの改善や前第２四半期連結会計期間での海外子会社の減損計上による
償却負担減少があったものの、売上減の影響に加え、特殊鋼鋼材事業における高炉改修に伴う

備蓄在庫取り崩しによる一過性費用の影響により、損失を計上した。

 経常利益及び当期純利益は、営業損失となったことに伴い、損失計上となった。
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その他

売上

数量減

研究

開発費

・償却費

減損に

よる

償却

負担減 △9

△6
△28

0

△4

+1

△6 +9
+1 +7

+10

高炉改修
（一時費用）

原材料
価格

（市況）

売価
△24

1

備蓄在庫
取り崩し

生産
コスト

高炉
その他

売上
数量減

（コロナ影響）

売上高・営業利益の変化要因

21/3期
第２四半期

実績

20/3期
第２四半期

実績

営業利益

602
売上

数量減

※1

△42

△131
△6 △14 △2 

+15
売上数量減
（コロナ影響） 422

連結調整
その他

受託数量減
※2

売価 為替差

売上高 （億円）

（億円）

20/3期
第２四半期

実績

21/3期
第２四半期

実績

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

※2．日本製鉄株式会社殿から生産を委託されているＯＥＭ製品及び
圧延賃加工（受託圧延）の数量

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因
コロナ影響による売上数量減 △28
高炉改修（一時費用） 0
備蓄在庫取り崩し △9
高炉その他（改修による生産減と在庫の評価） △4

合 計 △41

※1．今年度計画段階（コロナ影響前）での対前年同期比売上変動
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（億円）

セグメント別売上高・営業利益

20/3期 21/3期

第２四半期実績 第２四半期実績 前年同期差

特 殊 鋼

鋼 材

売 上 高 297 194 △103
営 業 利 益 9 △8 △17

ば ね
売 上 高 234 157 △77
営 業 利 益 △10 △17 △7

素 形 材
売 上 高 47 39 △8
営 業 利 益 △0 △2 △2

機 器 装 置
売 上 高 46 44 △2
営 業 利 益 1 2 1

そ の 他
売 上 高 20 13 △7

営 業 利 益 1 0 △1

連 結 調 整
売 上 高 △42 △25 17

営 業 利 益 0 0 0

合 計
売 上 高 602 422 △180
営 業 利 益 1 △24 △25

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

 売上高は、全てのセグメントにおいて減収。

 営業利益は、機器装置事業を除き、損失となった。特に、特殊鋼鋼材事業は、高炉改修に伴う
備蓄在庫取り崩しによる一過性費用の影響もあり、減益幅が大きい。
（高炉改修一過性費用の影響については20ページ参照）
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特殊鋼鋼材事業 セグメント別営業利益の変化要因

21/3期
第２四半期実績

20/3期
第２四半期実績

売上
194

売上
297

（億円）

9
研
究
開
発
費
・償
却
費

(

市
況)

原
材
料
価
格

品
種
構
成

高
炉
そ
の
他

（
一
時
費
用
）

高
炉
改
修

売
価

取
り
崩
し

備
蓄
在
庫

+5
△8

△2

△6
+4

+2
±0 +1

0

△9

△4

売
上
数
量
減

そ
の
他

△8

（
コ
ロ
ナ
影
響
）

売
上
数
量
減

J
A
T
I
M
社

（億円）

売上
24

売上
34

JATIM社

21/3期
第２四半期実績

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

特殊鋼鋼材事業

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因
コロナ影響による売上数量減 △6
高炉改修（一時費用） 0
備蓄在庫取り崩し △9
高炉その他（改修による生産減と在庫の評価） △4

合 計 △19

売上高
国内事業は、米中貿易摩擦による建設機械向けを
中心とした需要低迷に加え、コロナ影響により、
売上が大幅減少。
インドネシア事業(JATIM社)でもコロナ影響により
売上が減少。
特殊鋼鋼材事業全体の売上高は、103億円の減収
となった。

営業利益
国内事業の需要低迷による売上数量減の減益影響
を原材料価格とJATIM社の損益改善等で補うも、
コロナ影響と高炉改修に伴う在庫取り崩し等の
減益要因が19億円となり、８億円の損失となった。

20/3期
第２四半期実績

売上高
室蘭材からJATIM材への切替は予定通り進捗
するも、４月～６月（今期２Q）よりコロナ影響を
大きく受け、10億円の減収となった。

営業利益
１～３月（今期１Ｑ）は、ほぼ計画通り営業黒字を
実現。４月以降コロナの影響を受け上期損益は
１億円の損失となった。

△6
+3

償
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減
損
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価

△1

品
種
構
成

生
産
コ
ス
ト

（
市
況
）

原
材
料
価
格
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）
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上
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量
減
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1Q 2Q 3Q 4Q 4月 5月 6月 1Q 7月 8月 9月 2Q 10月 11月 12月 3Q 1月 2月 3月 4Q

四半期合計

2Q 3Q 4Q 1Q 4月 5月 6月 2Q 7月 8月 9月 3Q 10月 11月 12月 4Q 1月 2月 3月 1Q

四半期合計

特殊鋼鋼材事業 （売上実績・見込）

2019年度 2020年度

2019年度 2020年度

JATIM社売上推移

2021年度(1～3月)

国内売上推移

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

国内事業は第２四半期を底に回復傾向である。

ＪＡＴＩＭ社の第２四半期に当たる４月以降、売上減となったが国内同様に回復傾向である。
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△10

±0
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材
料
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+2

(

コ
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ナ
影
響

北
米)

売
上
数
量
減

±0

+3

±0

償
却
負
担
減

減
損
に
よ
る

売
価

△4

△14

生
産
コ
ス
ト+3

+3

(

コ
ロ
ナ
影
響

北
米
以
外)

売
上
数
量
減

△17

（生
産
コ
ス
ト
）

北
米
生
産
ト
ラ
ブ
ル
改
善

(

北
米)

売
上
数
量
減

(

北
米
以
外)

売
上
数
量
減

△10
ド
イ
ツ

そ
の
他

イ
ン
ド

+1

日
本

中
国

△17+2

△9

±0

北
米

±0 ±0

メ
キ
シ
コ

△1

20/3期
第２四半期実績

21/3期
第２四半期実績

ばね事業

売上
234 売上

157

売上
234 売上

157

拠点別増減分析

20/3期
第２四半期実績

21/3期
第２四半期実績

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績ばね事業 セグメント別営業利益の変化要因①

（億円）

（億円）

 北米は、コロナ影響による売上減の影響を受けた

ものの、改善効果により損益が改善。

（次ページ参照）

 日本は、コロナの影響による販売減の影響を

大きく受け、固定費削減等のコスト削減を行って

いるものの前期黒字から赤字となった。

 売上高

コロナ影響による売上減の影響が大きく、

大幅減収となった。

 営業利益

北米を中心に、生産コストの大幅改善、減損計上

に伴う償却負担減などの改善等があったものの、

コロナ影響による売上減の影響が大きく、

損失は拡大した。



10

△4

原
材
料
価
格

（
生
産
コ
ス
ト
）

北
米
生
産
ト
ラ
ブ
ル
改
善

（
コ
ロ
ナ
影
響
）

売
上
数
量
減

売
価(

市
況)

売
価(

価
格
改
定
）
+1 △1 +2

+3

償
却
負
担
減

減
損
に
よ
る

+120/3期
第2四半期

実績

21/3期
第2四半期

実績

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績ばね事業 セグメント別営業利益の変化要因②

（億円）
 コロナの影響による需要減は、第２四半期より

ほぼ回復している。大口取引先との売価改定交渉

の決着に加え、昨年の新規生産品立ち上げトラブル

解消等により損益は改善。

※北米の売上推移は次ページ参照

生産性改善については下記グラフ参照

北米MSSC増減分析

+２億
改善

米国工場は、新技術の中空スタビライザの生産開始で昨年上期に苦労したが、既に解決し稼働率・廃却率

ともに概ね正常化。

 生産性の改善

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

FY16 FY17 FY18 FY19 FY20

米国工場稼働率 (計画時間内の稼働率）

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

FY16FY17FY18 FY19 FY20

米国工場廃却率
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ばね事業 （売上実績・見込）

1Q 2Q 3Q 4Q 4月 5月 6月 1Q 7月 8月 9月 2Q 10月 11月 12月 3Q 1月 2月 3月 4Q

四半期合計
国内売上推移

1Q 2Q 3Q 4Q 4月 5月 6月 1Q 7月 8月 9月 2Q 10月 11月 12月 3Q 1月 2月 3月 4Q

四半期合計
北米売上推移

2019年度 2020年度

2019年度 2020年度

国内拠点は、緊急事態宣言中だった５月を底に需要は回復傾向である。
 北米子会社の売上は、３，４，５月のカーメーカーでの工場稼働停止の影響を受け、

大きく減少したものの、第２四半期以降はほぼ回復。

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績
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△0.3
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ザ
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△1.3 +0.8 △0.2 +0.5 +0.5
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開
発
費

売
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ナ
影
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）
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上
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量
減

償
却
負
担
減

減
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に
よ
る

+0.3
△1.9

1.4

売
上
数
量
減

品
種
構
成

△0.2△0.2
△0.7

+1.7
+0.2

2.2

諸
経
費
削
減

（
コ
ロ
ナ
影
響
）

売
上
数
量
減

製
品
の
採
算
改
善

20/3期
第２四半期実績

21/3期
第２四半期実績

20/3期
第２四半期実績

21/3期
第２四半期実績

売上
39

売上
47

（億円）

（億円）素形材事業

機器装置事業

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績素形材・機器装置事業 セグメント別営業利益の変化要因

 売上高

コロナ影響による特殊合金粉末、ターボチャー

ジャー部品の需要低迷による売上減少。

 営業利益

精密機械加工品等の品質改善効果があった

ものの、売上減少の影響が大きく減益となった。

売上
44

売上
46

◆ 売上高

鍛圧機械の伸長があったものの、コロナ影響

による短納期品の受注減の影響により減収と

なった。

◆営業利益

鍛圧機械等の採算改善により増益となった。
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20/3期 21/3期

第２四半期実績 第２四半期実績 前年同期差

営業利益 1 △24 △25
営業外損益 △5 △1 4

為替差損益 △1 △2 △1

支払利息 △6 △6 0

雇用調整助成金 0 6 6

経常利益 △4 △25 △21
特別損益 △154 2 156

減損損失 △148 0 148

固定資産処分損益 ※1 △3 3 6

事業整理損失 ※2 0 △1 △1

災害による損失 ※3 △1 0 1

投資有価証券評価損 △1 0 1

税金等調整前四半期純利益 △158 △23 135
税金費用等 △12 0 12
非支配株主に帰属する四半期純利益 ※4 27 △1 △28

親会社株主に帰属する四半期純利益 △143 △24 119

（億円）

営業外損益・特別損益影響

※1： JATIM社におけるトランス火災による設備除却費用を計上(20/3期)。21/3上期に保険で補填済。
※2： 北米子会社の生産体制再編に係わる費用を、21/3期及び22/3期にそれぞれ約３億円計上の見込み。
※3： 千葉製作所において台風被害による損失の引当金を計上(20/3期)。21/3下期に保険で補填の見込み。
※4： JATIM社等が損失を計上しているため、非支配株主に帰属する四半期純利益で最終損益が加算されている。

 当社及びグループ会社を対象にした雇用調整助成金６億円を営業外利益に計上。

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績
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財務状況・経営指標

19/3期

第２四半期実績

20/3期

第２四半期実績

21/3期

第２四半期実績

総資産 （億円） 1,471 1,322 1,288

純資産 （億円） 702 500 461

自己資本比率 （％） 41.8 33.5 31.3

ROE （％） 0.9 △27.7 △5.8

ネットD/Eレシオ (倍) 0.4 0.6 0.9

Ⅱ.2021年３月期 第２四半期実績

 損失の計上に伴い、純資産及び自己資本が減少。

配当 (円） 25.0 0.0 0.0

配当性向 （％） 140.1 － －

未定としていた中間配当は、経常損失並びに親会社株主に帰属する当期純損失の見通しとなる
ことから、誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただきます。

株主の皆様には深くお詫び申し上げますとともに、早期に復配できるよう努めてまいりますので、
引き続きご支援賜りますようお願い申し上げます。
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Ⅰ. 総括

Ⅱ. 2021年３月期 第２四半期実績

Ⅲ. 2021年３月期 通期業績予想

Ⅳ. 2020中期経営計画の進捗

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想
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通期業績予想 Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

 売上高は、コロナによる事業環境悪化の影響が大きく、下期以降は回復が見込まれるものの、
前期に比べ大幅な減収となる見込み。

営業利益は、高炉改修に伴う一過性費用の負担が下期に大きくなることから、下期の損失額は
上期に比べ拡大する見込み。

経常利益及び当期純利益は、営業損失の計上に伴い、損失計上の見込み。

20/3期 21/3期

実績 上期実績 下期見込 通期予想 通期前期差

売 上 高 1,171 422 498 920 △251

営 業 利 益 4 △24 △42 △66 △70

経 常 利 益 △3 △25 △44 △69 △66

親 会 社 株 主 に

帰 属 す る

当 期 純 利 益

△141 △24 △38 △62 79

（億円）
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4
高炉改修

（一時費用）

△1

売上

数量減

（コロナ

影響）

+12 △47△13

△20

△23

+14
+2

売上
数量
増減

研究
開発費
・償却費

+1

原材料
価格
(市況)

売価

その他

△66

△2

備蓄在庫
取り崩し

減損に
よる
償却

負担減

+7
生産
コスト

高炉
その他

1,171
受託数量減

※2

連結調整

その他

+16
△222

△13+9 △39 △2
売価

920

売上数量
増減
※1 売上数量減

(コロナ影響)

売上高・営業利益の変化要因

20/3期
実績

21/3期
予想

（億円）

（億円）

20/3期
実績

21/3期
予想

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

為替差

営業利益

売上高

※2．日本製鉄株式会社殿から生産を委託されているＯＥＭ製品及び
圧延賃加工（受託圧延）の数量

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因
コロナ影響による売上数量減 △47
高炉改修（一時費用） △20
備蓄在庫取り崩し △23
高炉その他（改修による生産減と在庫の評価） △1

合 計 △91

※1．今年度計画段階（コロナ影響前）での対前期比売上変動

高炉改修・備蓄効果の期別の補足説明は20ページに記載しています。
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（億円）

セグメント別業績予想

20/3期 21/3期

実績 上期実績 下期見込 通期予想 通期前期差

特 殊 鋼

鋼 材

売 上 高 559 194 211 405 △154

営 業 利 益 12 △8 △39 △47 △59

ば ね
売 上 高 452 157 210 367 △85

営 業 利 益 △14 △17 △2 △19 △5

素 形 材
売 上 高 96 39 38 77 △19

営 業 利 益 1 △2 △2 △4 △5

機 器

装 置

売 上 高 102 44 51 95 △7

営 業 利 益 4 2 1 3 △1

そ の 他
売 上 高 36 13 14 27 △9
営 業 利 益 1 0 1 1 0

連 結 調 整
売 上 高 △74 △25 △26 △51 23
営 業 利 益 0 0 0 0 0

合 計
売 上 高 1,171 422 498 920 △251

営 業 利 益 4 △24 △42 △66 △70

 売上高は、下期の事業環境は徐々に回復が見込まれるものの、全てのセグメントにおいて
減収の見込み。

 営業利益は、ばね事業の損益は上期に比べ改善するも、高炉改修の一過性費用負担増により、
特殊鋼鋼材事業の損失幅が上期に比べ拡大する見込み。
（高炉改修一過性費用の影響については20ページ参照）

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想
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Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

（億円）

20/3期
実績

21/3期
予想

売上
405

売上
559

特殊鋼鋼材事業 セグメント別営業利益の変化要因

特殊鋼鋼材事業

（億円）

売上
41

売上
62

JATIM社

売上高
国内事業は、上期を底に徐々に回復していくと見込む
ものの、売上数量が大幅減少。
インドネシア事業(JATIM社)も需要低迷からの回復が
見込まれるものの、売上減を見込む。
特殊鋼鋼材事業全体の売上高は、前期比154億円
減収となる見込み。

営業利益
国内事業の、需要低迷による売上数量減や売価に
よる減益影響を、原材料価格他、JATIM社の改善で
補う。しかしながら、コロナ影響と高炉改修影響の
減益要因が58億円発生するため、47億円の損失と
なる見込み。

売上高
室蘭材からJATIM材への切替は予定通り進捗
するも、コロナ影響により、21億円の減収となる
見込み。

営業利益
生産コストの改善効果や、前期の減損計上による
償却負担の改善があるも、コロナによる需要減の
影響により、４億円の改善に留まる見込み。

コロナ・高炉改修による営業利益変動要因
コロナ影響による売上数量減 △14
高炉改修（一時費用） △20
備蓄在庫取り崩し △23
高炉その他（改修による生産減と在庫の評価） △1

合 計 △58
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（億円）

高炉改修一過性費用の影響

20/3期 21/3期 22/3期

通期 １Q ２Ｑ ３Q ４Q 通期

高炉の稼働状況 全期間 ３ヶ月 ０ヶ月 １ヶ月 ３ヶ月 全期間

高炉改修費用負担額
【一時費用】（億円）

- - - △5 △15 -

備蓄状況 備蓄局面 備蓄局面 在庫消化 在庫消化 - -

備蓄影響 ※

（億円）
18 3 △12 △14 0 0

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

高炉改修一過性費用は、高炉の休止期間の2020年7月～11月に発生する一時費用とその期間
の備蓄在庫消化影響となる。

一時費用は、改修後の銑鉄使用量で精算するため４Qに大きく発生し、下期の損益を下押しする。

※ ３Qの売上増により、備蓄量より多い在庫使用となりマイナスが大きくなっている。
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△13北
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±0

20/3期
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452

売上
367

（億円）

ばね事業

拠点別増減分析

ばね事業 セグメント別営業利益の変化要因①

 売上高

上期はコロナ影響により、全拠点において大幅な

減収。中国・北米を中心に市場の回復が進んでい

るものの、下期売上も前年同期を下回り通期で

減収となる見込み。

 営業利益

上期はコロナ影響による大幅赤字。

下期は売上回復に加え、原材料価格低減（材料切

替）、生産コスト改善により赤字幅は縮小する見込

み。

 日本はコロナ影響が大きく大幅減益。

ただし、下期は前期の売上まで回復しないものの

ほぼ損益トンまで戻る見込み。

 中国は、下期の材料切替等の改善により増益

となる見込み。

 ドイツは、コロナによる販売減の影響を受けている

ものの、労務費経費の改善により対前期比良化と

なる見込み。

 北米の改善

４億円改善

（詳細については次ページ参照）
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（億円）

+４億
改善

北米MSSC増減分析

ばね事業 セグメント別営業利益の変化要因②

 上期については、第１四半期の販売減の影響を

大きく受けたものの、価格改定および新規生産品

立上げトラブル解消等により損益は改善となった。

また、第２四半期以降、売上は戻ってきており、

下期に原材料価格低減（材料切替）の計画もあり、

通期でも改善となる見込み。

（36、37ページ参照）
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（億円）
素形材事業

機器装置事業

素形材・機器装置事業 セグメント別営業利益の変化要因
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20/3期
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 売上高

コロナ影響による需要低迷により、大きく減収と

なる見込み。

 営業利益

売上減少の影響に加えて、マザー工場立ち上げ

費用の増加があり、タービンホイールの減損効果

や品質・コスト改善効果で埋めきれず、損失となる

見込み。

◆ 売上高

前年伸長した洋上風力関連製品の減少及び

コロナの影響による短納期品の受注減の影響

により減収となる見込み。

◆営業利益

鍛圧機械等の採算改善があるものの、減収の

影響が大きく、減益となる見込み。
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通期業績予想（営業外損益・特別損益影響）
 営業外損益は、雇用調整助成金を計上。

 遊休資産の売却による特別利益７億円を計上見込み。

 希望退職に係わる特別損失８億円を計上見込み。

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

（億円）20/3期 21/3期

実績 予想 前期差

営業利益 4 △66 △70

営業外損益 △7 △3 4

為替差損益 △1 △2 △1

支払利息 △11 △12 △1

雇用調整助成金 0 7 7

経常利益 △3 △69 △66

特別損益 △157 △1 156

減損損失 △150 0 150

土地売却益 0 7 7

固定資産処分損益 ※１ △3 0 3

事業整理損失 ※２ 0 △3 △3

災害による損失 ※３ △1 1 2

特別退職加算金 0 △8 △8

税金等調整前当期純利益 △159 △70 89

税金費用等 △20 10 30

非支配株主に帰属する当期純利益 ※４ 39 2 △37

親会社株主に帰属する当期純利益 △141 △62 79
※1： JATIM社におけるトランス火災による設備除却費用。20/3期発生分は、21/3上期に保険で補填済。

21/3期発生分については、設備メーカーと補填交渉中。
※2： 北米子会社の生産体制再編に係わる費用を、21/3期及び22/3期にそれぞれ約３億円計上の見込み。
※3： 千葉製作所において台風被害による損失の引当金を計上(20/3期)。21/3期に保険で補填の見込み。
※4： JATIM社等が損失を計上しているため、非支配株主に帰属する当期純利益で最終損益が加算されている。
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財務状況・経営指標

19/3期 20/3期 21/3期

通期 通期 予想

総資産 （億円） 1,533 1,414 1,260

純資産 （億円） 674 483 420

自己資本比率 （％） 38.5 30.1 29.5

ROE （％） 0.5 △27.7 △16.7

ネットD/Eレシオ (倍) 0.3 0.7 0.9

21/3期の業績予想が、経常損失並びに親会社株主に帰属する当期純損失の見通しとなることから、
通期配当においても無配とさせていただきます。

来期に向け、一段の全社的なコスト構造改革及び財務体質強化などの取り組みを行い、
厳しい事業環境が継続した場合においても、2021年度の最終利益の確保と早期復配を目指してまいり
ます。

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

配当 (円） 60.0 0.0 0.0

配当性向 （％） 329.0 － －
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上期15

下期15
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36

減価償却費設備投資

44

60
43

30

0
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20

18/3期実績 19/3期実績 20/3期実績 21/3期計画

1615 1614

上期
6

下期
10

研究開発費・設備投資・ 減価償却費

19/3期実績18/3期実績 20/3期実績 21/3期計画

53
36

※研究開発にかかわる減価償却費を含む

（億円）

77

（億円）

【研究開発費】

【設備投資・減価償却費】

Ⅲ.2021年３月期 通期業績予想

上期19

下期24

 研究開発は、顧客ニーズを捉えた研究に注力し、かつ将来を見据えた新技術の開発も進めていく。

 設備投資は、コロナ影響による遅延影響があるものの、必要な投資は積極的に進めている。
その検収額は20/3期からの投資計画見直しにより、43億円まで圧縮する。
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Ⅰ. 総括

Ⅱ. 2021年３月期 第２四半期実績

Ⅲ. 2021年３月期 通期業績予想

Ⅳ. 2020中期経営計画の進捗

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 はじめに

はじめに

 ２０２0中期として、今年度から３か年の新中期経営計画をスタート。

 JATIM再建計画を昨年12月、北米MSSCの再建計画を今年5月に策定、コロナ禍で売上損益に影響

がでるも、再建計画の進捗は概ね計画通り。

 コロナ影響が当面継続したとしても固定費削減等の合理化を推し進めることで、現時点では最終年度

の営業利益、ＲＯＥとも達成目標は変えない。また、早期に復配できるよう対策を講じる。

事業環境が急激に変化する中、問題発生に対する抜本的解決が遅れた反省を踏まえ、

1年前倒しで2020年度から3ヶ年の新中期経営計画を策定した

<新中期経営計画の策定ポイント>

• まず１年目は止血（インドネシアJATIM、北米MSSC)

• 10年先を見越して今後3年間の計画を策定する

• 技術開発では、営業戦略室新設による情報の

把握・分析～新製品開発～量産化までの体系的な強化

• 製造コストの50％以上を占める資材の調達構造改革の実施

• 環境の変化に対して速やかに対処しリスクを最小化できる

組織体制の強化

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 骨子

スローガン

「素材から製品まで一貫したモノづくりで

お客様に付加価値を提供する」

目指す姿

 グループ総合力の発揮による

利益率の向上と収益安定化を図る

 お客様のニーズの半歩先行く製品を

開発し、新たな価値として提供する

重要経営指標 (KPI)

 売上高 1,5０0億円

 営業利益 70億円

 ROE ８％ 以上

３大方針

① 海外事業の構造改革

② 製品力のさらなる強化

③ 素材から一貫生産ビジネスモデルの拡大

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 事業環境

事業環境

 様々なリスクや変化点への備え

• 自動車業界はコロナ禍による4-6月の落ち込みから急回復しているが、東南アジアや欧州でコロナ

が再拡大するなど不透明感が拭えない

• EV化やCASEの流れが加速しており、当社が大きく影響を受ける自動車業界が大きく変化して

いく可能性が見込まれる

• 今後も、コロナ禍に限らず様々なリスクや変化点が生じた時に、それらに耐えられるよう損益分岐

点を引き下げ体質強化を図る必要がある

 仮に中期計画の売上高を達成できなくても利益計画は必達させることを目指し、様々な

リスクや変化点への備えとして諸施策を講じる

• まずは、今期第4四半期レベルの事業環境が継続したとしても、来期2021年度に最終利益まで

黒字化するための製造改善や固定費削減を行い、損益分岐点を引き下げる

• 中期計画最終年度の2022年に向けて拡販を推進し、今期第4四半期レベルの売上を上回ること

で利益計画を達成する

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 2020年度四半期推移

（単位：億円）

 売上高は、2020年度２Qに底打ちした後に４Qに向けて回復

 ４Q営業利益は、高炉改修一時費用を除くと△４億円まで回復見通し

➡ 高炉改修の一時費用を本年度の改修後の下期に計上

2020年度第4四半期の業績見通し（来年度見通しの発射台）

2019年度
通期

2020年度
1Q 2Q 3Q 4Q

2020年度
通期

売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業

鋼材 559 12 114 -5 80 -2 83 -19 128 -20 405 -47

(国内) (495) (19) (99) (-6) (68) (0) (75) (-13) (118) (-4) (360) (-24)

（一時費用） (-5) (-15) (-20)

(海外) (64) (-7) (15) (1) (9) (-2) (8) (-1) (10) (-1) (41) (-3)

ばね 452 -14 63 -11 94 -7 101 -1 109 0 367 -19

素形材 96 1 22 -0 17 -1 19 -2 20 -1 77 -4

機器装置 102 4 23 2 21 0 16 -1 35 2 95 3

その他 36 1 6 0 6 0 7 0 7 0 27 1

連結消去 -74 -14 -10 -13 -13 -51

合計 1,171 4 214 -13 209 -11 214 -22 285 -19 920 -66

（一時費用) (-5) (-15) (-20) 

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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2020年度
４Q

前４Qの
４倍値(A)

2021年度
通期見込み(B) (B)-(A)

売上 営業 売上 営業 売上 営業 売上 営業

鋼材 128 -5 512 -20 569 7 57 27

(国内) (118) (-4) (472) (-16) (512) (7) (40) (23)

（一時費用） (-15)

(海外) (10) (-1) (40) (-4) (57) (0) (17) (4)

ばね 109 0 436 2 446 5 10 3

素形材 20 -1 80 -2 81 0 1 2

機器装置 35 2 140 8 85 1 -55 -7

その他 7 0 28 1 27 1 -1 0

固定費削減 16 16

連結消去 -13 -52 0 -74

合計 285 -4 1,144 -11 1,134 30 41

（単位：億円）

※億円未満四捨五入のため、単純に4倍値とならない点をご了承ください

202１年度の業績見通し（中期計画2年目）

中期経営計画 通過点2021年度の見通し

売上・営業利益が前年4Qの4倍と
乖離する主要因

鋼材事業：
(売上)・鋼材は４Qにおける受注見

通しを考慮し、若干増を見
込む

(営業)・売上増と生産量回復等に
よる製造単価低減効果

機器装置：
(売上)・例年４Qに売上が集中する

影響を調整
(営業)・売上調整、コロナ禍による

競争激化を反映

固定費削減：
（営業）・全社レベルの固定費削減

追加施策効果

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗

 2020年４Qの環境でも、営業利益30億円を創出する体質を目指す

 営業利益が、2020年度の△66億円から2021年の＋30億円に改善する主な要因

・ 2020年度のコロナ影響△47億円の回復分改善 ・ 事業部の製造コスト改善

・ 高炉改修一時費用△20億円や備蓄影響などの解消 ・ 全社レベルの「損益分岐点引下げ施策」実施
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① 全社的なコスト構造改革

• 人員削減

 国内希望退職 生産現場を除く40歳以上の従業員の約2割強（約100人）を削減

 海外人員削減 前期実施済みの1,000人に加え、今期追加で250名削減

• 役員報酬の更なる返上・管理職の給与カット

• 各種固定費の徹底した削減

• 設備の厳選投資

• 但し、研究開発は継続（中期計画で発足した営業戦略室による顧客本位の技術開発推進）

➡ 上記施策で、損益分岐点売上高を10%改善

② 財務体質強化への取り組み

昨年度までの業績悪化や今期のコロナ影響により悪化した財務体質の強化を図る

• 日本・カナダの遊休不動産の売却推進

• 政策保有株式の売却

中期経営計画 損益分岐点 引き下げ施策

様々なリスクや変化点への備え

「2020年度第4四半期の環境でも最終利益を確保し配当できる体制へ」

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 利益計画達成に向けた軌道

2020年
コロナ禍・高炉改修
営業赤字△66億円

2021年
最終黒字回復

営業利益30億円

2022年
利益計画の達成
営業利益70億円

北米MSSC

・コロナ禍で需要減

（２Qから急回復）

・米国からカナダへの生産移管開始

・大口先の売価改訂決着

・材料調達合理化始動

・生産移管進捗

（カナダ工場稼働率大幅改善）

・売価改訂、材料調達先合理化効果が

通年で寄与

・生産移管完了

（カナダ工場フルキャパ化）

・統合効果による固定費低減

・営業黒字・当期黒字の達成

ばね
(日本、中国等、
除く北米）

・コロナ禍で需要減

（２Qから中国中心に急回復）

・日本・中国中心に中期計画以上の新規

受注を獲得

・日本および海外子会社の固定費削減

・需要回復

（2020年４Q環境での需要）

・昨年度実施した固定費削減の効果

・需要回復継続

・板ばね、巻ばねの新規品立ち上がり

・北米含めて営業利益19億円達成

インドネシア
JATIM

・コロナ禍で需要減少

（再建計画比半減）

・コロナ禍影響なければ、営業黒字化

・歩留改善進展

・需要回復途上

（2020年４Q環境水準）

・営業黒字化達成

・再建計画に近い需要回復

（板ばね販売、再建計画外の拡販/建

機ばね・スタビライザの進捗）

・営業黒字拡大

国内鋼材

・コロナ禍で需要減少

（販売重量 前年比3割減）

・高炉改修一時費用 △20億円

・高炉休止・減産影響

・需要回復途上

（販売重量 2020年４Q環境水準）

・高炉改修一時費用の解消

・高炉改修による生産性改善

・日本製鉄協業（受託生産増加）

・需要回復

（販売重量 回復）

・増産効果で製造コストの更なる低減

・生産コスト低減の投資メリット

・JATIM含めて営業利益40億円達成

全 社
・昨年度に実施した収益改善緊急施策

の効果

・2020年度実施の 「損益分岐点引下

げ施策」 の効果

 中計初年度からコロナ禍の影響で売上・利益が計画から逸脱したことを受け、全社的なコスト構造改革を行い

損益分岐点を引き下げることで、2021年度は最終黒字化し、中計最終年度の計画利益達成を目指す

中期計画期間の主な変化点

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 三大方針の進捗

１．海外事業の構造改革

■インドネシアJATIM

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月

2019年 2020年

平鋼

丸鋼

歩留まり改善
(歩留まりの推移）

 インドネシアＪＡＴＩＭ再建計画進捗

• １-３月（今期１Ｑ）は、ほぼ再建計画通り営業黒字を実現

• 丸鋼は計画通り平鋼レベルまで歩留まりが改善

• 丸鋼の寸法精度向上のための設備投資を行い今年６月から稼働、安価な中国材と競合しない上位品

質の丸鋼の安定量産に目途がつき、このゾーンでの拡販を推進中

• 製造改善に加え、コロナ禍を受けて追加人員削減を実施

• 損益分岐点引下げにより価格競争力が高まり、新規受注も進捗

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 三大方針の進捗

１．海外事業の構造改革

■北米MSSC

 北米MSSC再建計画進捗

• 米国からカナダへのコイルスプリング移管は6月に完了、スタビライザ移管も計画通り進捗

• コロナ影響（顧客の新車開発延期や需要減少見通し）があるものの、新規受注獲得も進んでいる

ことから、2022年以降は移管・確定分でカナダ工場の適正量を確保する見込み

 材料価格変動対策

• 価格転嫁で難航していた大口取引先1社との値上げを合意し7月より反映

• 材料市況指標の顧客との統一は8割方合意し、材料変動リスクのミニマム化進展

• 鋼材などの主要材料の購入先見直し及び複数購買が大きく進捗

北米売上の7割を占めるスタビライザ受注見込みの推移 (生産能力は統合先のカナダ工場）

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗

2020年 2021年 2022年 2023年

米国生産

(５日稼働)

カナダの: 

受注見込分

米国からの移管分

受注確定分

生産能力(6日稼働)

中期計画（コロナなし）

コロナ禍影響織り込み後

(カナダへ
移管予定)
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 2020年上期の営業損失△9億円のうち、

コロナ影響を除く損失は△5億円。

 △５億円には、大口顧客への値上げ実施遅れ

△１億円などの一過性要因が含まれる。

 下期は営業赤字△４億円へ改善の見通し。

中期経営計画 三大方針の進捗

 統合による営業利益見通し

• コロナ禍の影響などにより2020年度上期営業損益目標は未達ながら、コロナ禍の影響を除く

と損益は改善傾向にあり、下期は営業利益△４億円に改善する見通し

• 上期に決着した値上げ交渉や材料調達構造の見直し、カナダ工場フルキャパ化、工場統合による

固定費削減効果により、2022年度の営業黒字化の見通し

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗

１．海外事業の構造改革

-5

△11億円 △6億円 △9億円 △4億円 黒字化

上期 下期 上期実績 下期見通し

2019年 2020年 2022年

営業利益推移

-4

コロナの影響
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中期経営計画 三大方針の進捗

２．製品力の更なる強化

 顧客ニーズに合った製品の開発スピードを上げてタイムリーに顧客提案することを目指し、技術トップ

から担当まで面として技術営業活動を展開中

 コロナ禍で顧客面談に制限が生じる状況ではあるが国内活動を中心に進展、今後は海外の顧客向け

の活動もTV会議等を活用して推進

 顧客ニーズに合った、技術、価格、仕様設計をタイムリーに提供することで、受注増に繋がっている

 営業戦略室が研究開発の戦略立案・管理を統括

 中長期的な研究開発戦略を共有

 製品をタイムリーに市場に投入するための工程管理

 クロスライセンス・技術アライアンスによる開発強化

 特許などの知財戦略の強化

 経営層との開発戦略の逐次共有

営業戦略室営業戦略室

経営層

事業部
営業本部

技術開発
センター

お客様

先端技術の基礎研究
特許などの知財戦略

お客様のニーズの補足
タイムリーな製品化

全社の研究開発戦略の統括
マクロトレンドの分析
開発ロードマップ立案

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗
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中期経営計画 三大方針の進捗

２．製品力の更なる強化

 ばね事業部の例

• 顧客ニーズに合った軽量化技術・価格・仕様設計のタイムリーな提案で、日本・中国を中心に受注確度

が大幅に高まり、中期計画を上回る新規受注の積み上がりに繋がっている

• 更に、営業戦略室、技術開発センター、経営陣の密な連携により、顧客ニーズに対して新技術を用いた

製品開発をスピードアップする

※各国とも2022年までは確定分、23年以降は一部見込みを含む

※表の％は中期計画に対する現在見通しの増減率

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗

70%

100% 101%
103% 102%

2020 2021 2022 2023 2024

日本 売上

中期計画 見通し

89%
92%

104% 106% 106%

2020 2021 2022 2023 2024

中国 売上
中期計画 見通し
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中期経営計画 三大方針の進捗

３．素材から一貫生産ビジネスモデルの拡大

 板ばね一貫生産モデル

• JATIM材を用いた板ばね一貫生産モデルは価格競争力があり、板ばねの新規受注が進展、

特にアセアンでの拡販に一段と注力

 板ばねモデルの横展開

• JATIM材を用いた一貫生産モデルを、建機ばねやスタビライザに横展開する方針、日本・イ

ンド・インドネシアでの採用に向けた評価実施中

 素形材事業

• タービンホイールや精密機械加工品の材料開発から製造を千葉AMC （Advanced

Materials Center)で行い、素材からの一貫生産モデルとする

• 製造の要となる千葉AMCのVIM（真空誘導溶解炉）は稼働準備中

素材開発～生産～加工までを一貫してグループ内で対応できる、ばね業界唯一の存在で、競合

他社にはできない当社の大きな強み

 MSR材を用いた軽量化ばねやJATIM材を用いた板ばねの一貫生産ビジネスモデルを建機ばね・スタビ

ライザ等に展開し、当社の素材から一貫生産の強みを発揮する

 素形材製品を、材料からの一貫生産ビジネスモデルとして強化する

Ⅳ.2020中期経営計画の進捗



＜将来見通しに関する注意事項＞
本資料につきましては投資家の皆様への情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的としたものでは
ありません。本資料における将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約や保証を
与えるものではありません。また、将来における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果になることが
ある点を認識された上で、ご利用ください。本資料は、投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても、
お客様ご自身のご判断と責任においてご利用されることを前提にご提示させていただくものであり、当社はいかなる
場合においてもその責任は負いません。


